
第 145 回伊達市災害対策本部会議 

平成 25 年 3 月 12 日（火） 

17：00～18：00 

保原庁舎 2 階応接室 

 

1 放射能対策関係 

(1)生活圏除染業務の進捗について 

 

 

(2)一次モニタリング終了地区の先行ホットスポット除染概要 

 

 

(3)第 6 回伊達市詳細環境放射線量測定実施について 

 

 

(4)第 288 回福島県災害対策本部員会議の概要について 

 

 

(5)平成 25 年度農産物等のモニタリング検査会場について 

 

 

 

 

2 その他 

(1)除染推進センターだより（第 19 号）の発行について 

 

 

(2)農業情報誌「耕」（第 11 号）の発行について 

 

 

(3)災害対策号（第 76 号）の発行について 

 

 

 

 

 

 

 

次回   3/26（火） 10：00～11：00 
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第 145 回本部会議の概要について 

1 実施日時等 

平成 25 年 3 月 12 日（火） 17：00～18：00 

 

2 内容 

1 放射能対策関係 

（1）生活圏除染業務の進捗について 

市民生活部放射能対策課長が資料により説明した。 

3 月 2 日現在における進捗状況である。 

A エリアでは、霊山町小国工区の除染作業について、対象戸数に占める除染済戸数の進捗率が

100％に達した。A エリア全体の除染済み戸数は 1,463 戸、対象戸数 2,555 戸に占める進捗率

は 57.26％となった。仮置場に関しては、保原町富成工区で、残り 1 町内会の仮置場確保に向

けて取り組んでいる。霊山町掛田工区は、現在、契約事務を行っており、実質的には確保が済

んでいるもの。 

B エリアでは、2 月 28 日入札、3 月 5 日付の契約により、月舘町月舘（1～3 工区）地域に係

る発注が済んだ。保原町八幡台・村岡地域は、仮置場の契約が済んだため、3 月末執行の入札

を目標に事務を進めている。なお、残りの地域の発注は、平成 25 年度の早い時期を目標に取

り組んでいきたい。 

C エリア及びその他詳細な数値は、添付資料に掲載のとおり。 

 

（2）一次モニタリング終了地区の先行ホットスポット除染概要 

除染推進センター長が資料により説明した。 

本日（3/12）から、一次モニタリング終了地区の先行ホットスポット除染を行っている。 

手法の概要は、資料に示したとおり。 

除染に至る準備としては、市民が行った一次モニタリングを、除染推進センターで精査及び確

認し、除染の基礎資料とした上で、自治会又は町内会等に対し、一次モニタリングの結果説明

を行うもの。 

 

今回の先行除染では、3 月 6 日～8 日にかけて梁川町白根、五十沢、東大枝に出向き、モニタ

リングの結果説明を行った。説明会の場において、3 月中に先行除染を行う旨について了承い

ただき、説明会を経た上で、3 月 12～13 日に梁川町白根、14～15 日に東大枝、19 日と 21～

22 日にかけて五十沢地区で先行除染作業を行う予定である。3 つの地域における世帯数の合計

は 64 世帯である。 

 

実際に、本日、白根地区で取り組んだ除染戸数は 8 戸。一次モニタリングで 2μSv/h 以上の地

点を記録している世帯を対象として、それぞれ、住居（母屋）の周辺に定点 5 箇所を定めた。

また、これら定点 5 箇所のほかに、一次モニタリングで把握している線量を踏まえながら、ホ

ットスポットの線量を測定し確認しながら、一定の線量を超えた場合には、除染を実施した。 
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自治会又は町内会には、「線量測定・除染申込書」の配布ととりまとめをしていだたくことを

前提として、実際に測定し、除染を行う際には、町内会等役員又は家人の立会ってもらう。除

染を終えた際には、署名をいただき、モニタリング及び除染を完結する。 

 

汚染土は、本日の白根地区における量を踏まえれば、1 地区あたり概ね 3 つの「除染太助」で

十分かというところである。保管は、地区で決めていただき、仮置きするかたちを考えている。 

 

以上の先行除染を踏まえて、気にかかったことは一点。ホットスポットとして認める線量をど

う定めて取り組むかということである。本日の先行除染では、2μSv/h で出向き、3μSv/h 以

上のホットスポットを除去してきたが、今後、ホットスポットの線量に係る一定の基準が定め

られなければ、C エリア除染の推進の妨げになると捉えている。 

また、一日あたりの除染戸数を増やし、効率を上げるためにも、町内会等の協力は不可欠であ

る。 

なお、今回、実際に先行除染を実施するにあたって、町内会等の一次モニタリングは、効果的

なものであるとの実感を持った。 

 

（市長） 

班体制で行っているのか。 

（除染推進センター長） 

1 班を 5 名として取り組んでいる。1 班 4 名でも可能かと考えていたが、線量測定で 2 名 1 組、

その記録等図面の作成、実際の作業を行う者で、5 名 1 班とするほうが、効率的に作業にあた

ることができた。 

（市長） 

図面の作成は、現地で行うよりも、あらかじめ準備できる固定資産台帳等を用いたほうが効率

が良いのではないか。 

（除染推進センター長） 

当初は、そのように考えて取り組んだ。しかし、実際の作業にあたったところ、そうではなく、

現地で作業を行い取り組むほうがスムーズであった。 

（放射能対策課長） 

最終的には、電子データの整備を目標としているが、実際の除染作業に当たる場合、効率よく

行うことも含めて考えると、意外に非デジタルで取り組んだほうが、より進捗度合いが高い。 

（市長） 

実際に紙を出力し、現地に赴くのではなく、GPS を利用する方法もあるようだ。ひとつの情報

として捉えていただき、事務を簡便化するよう努めていただきたい。 

様々な情報を入手し、調べてみると良い。 

（市民生活部長） 

次回会議の際には、中間報告をいただきたい。 
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（3）第 6 回伊達市詳細環境放射線量測定実施について 

市民生活部環境防災課長が資料により説明した。 

表題の環境放射線量測定を、3 月 13 日～15 日にかけて実施する。その結果は、4 月第 2 木曜

日の町内会等配布までにとりまとめ、結果を報告する。 

 

（4）第 288 回福島県災害対策本部員会議の概要について 

市民生活部長が資料により説明した。 

福島県が実施した、第 5 回目となる福島県環境放射線モニタリング・メッシュ調査の結果が確

定値として取り上げられた。 

その中で、福島県は、0.10μSv/h 未満をほぼ発電所事故前の水準として捉えており、その地点

数の割合は、全体の 9.3％となったとしている。 

その他の詳細は資料のとおり。 

 

（5）平成 25 年度農産物等のモニタリング検査会場について 

産業部長が資料により説明した。 

平成 24 年 4 月から、市内 15 箇所に放射性物質簡易検査器を設置し、農産物等のモニタリング

検査を実施してきたが、ここにきて、検査数・利用者数が減っていることから、会場の配置等

について見直すものである。 

現在の配置から、利用数等に応じて資料 2 のとおり改める。基本的には、各総合支所に配置し、

比較的利用数が多い保原町富成地区及び霊山町石戸地区の計 7 会場とするもの。 

なお、会場の再配置により余剰の出る検査器 7 台のうち 6 台は、各中学校に配置し、放射線教

育用として利用したい考え。 

各会場の詳細な利用者数等は、添付資料のとおり。 

周知方法は、検査会場に掲示するほか、農業情報誌「耕」に掲載する。 

 

 

2 その他 

（1）除染推進センターだより（第 19 号）の発行について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

B エリアの除染作業を発注した市内事業者を対象に、除染作業講習会を実施したことを主な記

事として取り上げた。裏面は、C エリアにおける一次モニタリングの進捗状況である。次号は、

C エリアに係る先行除染を取り上げたいと考えている。詳細な記事については、添付資料のと

おり。 

 

（市長） 

次号からは、C エリアにおける二次モニタリングの結果も掲載すること。 

 

  



 

- 4 - 

 

（2）農業情報市「耕」（第 11 号）の発行について 

産業部次長が資料により説明した。 

伊達市内の農業用用排水路の除染を主な記事として掲載した。農業用用排水路の土砂上げが除

染業務として実施可能となったため、平成 25 年度稲の作付け前に、24 年産米の作付制限区域

に指定され、今年からコメの作付けを再開する地域（旧柱沢村、旧富成村、旧掛田町、旧小国

村、旧月舘町、旧小手村）から先行して除染作業を実施する。 

その他の記事は、紙面に掲載のとおり。 

 

 

（3）災害対策号（第 76 号）の発行について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

3 月 10 日に行われた「復興の灯（あかり）・プロジェクト」で「放射能に負けない宣言」を発

表した。平成 25 年度中には、C エリアも含め、市内の除染について目算が立つようにしたい

ものである。 

「うちには子供たちがいて放射能が心配だ」という意見も市には来ている。こうした意見は、

自主避難している世帯はもちろん、そうでない世帯も、である。そうした不安を抱えている市

民の方に、精神的に安心してもらう努力をしなければならない。 

 

一方、近頃の報道等に目を移せば、政府からは「年間 1mSv は実現不可能であり、年間 1mSv

にならなければ戻れないということは誤解である」との見解が見て取れる。すなわち、年間

1mSv と設定することと帰還できる基準は別で、1mSv でなければ帰還できないという誤解は

解かなければならないということ。線量が低いほうがいいがそれは目標であり、目標であるこ

とと「そうでなければならない」ということは別だということ。 

であれば、どれくらいの線量であれば良いかが問題となるが、平成 25 年 3 月 3 日付の読売新

聞で、東大医学部付属病院放射線科の中川恵一准教授は「大人であれば 10mSv、子供は 5mSv

を目指すべきだ」と話している。 

細野元環境相は除染目標に関して、「この１ミリというのは目標で、国が環境汚染に対応する

責任をまっとうするという決意です。健康のリスクや帰還の基準とはまったく違う。１ミリ以

下でないと住めないということではありません。ですから、除染をどこまで徹底してやるかと

いうのは基本的に地域の皆さんの判断を尊重すべきだと思います。」と発言している。  

 

こうしたことを理解することが必要。我々も、内部でこうした役割を担い管理する部署を明確

にして、市民に対する啓蒙活動を行う等の具体的な話をしなければならない。これが除染の目

標値につながるものだと考えている。 

 

《次回本部会議》 

平成 25 年 3 月 26 日（火） 10：00～11：00 

本庁舎 2 階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


